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研究要旨：
【目的】労働者が常時50名以上の事業場では、事業者に一般定期健康診断の結果の報告義務を科している。その中に有所見者の人数があるが、各項目の有所見の基準が定められていない。このままでは事業所間で有所見の基準がちがうため、事業所間比較ができない状況となっている。集計結果を活用する上で、有用と思われる有所見の基準ならびに医師の指示の基準を定義することを目的とした。
【方法】日本産業衛生学会産業医部会員1446名にアンケート用紙を郵送し回答を集計した。
【結果】327名より回答が得られた。属性については、産業医歴の中央値が13年、産業衛生学会専門医・指導医の有資格者は137名であった。また現在専属産業医が145名、非専属が179名であった。今後活用していく上で有用と考えられる「有所見」の基準に関しては、「臨床ガイドライン等に基づく基準」が132名(41%)で最多であった。また、「医師の指示」の基準に関しては、「本人が自らの健康管理のために、医療機関を受診すべき基準」が80名(25%)で最多であった。
【考察】集計結果をより活用できるものにするために、労働基準監督署への報告様式の「有所見」および「医師の指示」の数値基準をそれぞれ定義することが必要であり、今後デルファイ法(3回調査)を用いたコンセンサス調査を実施する予定である。
研究協力者　森貴大　産業医科大学　産業医実務研修センター　修練医
Ａ．目的
わが国では労働安全衛生法によりすべての労働者に対して定期健康診断が行われ、常時50名以上の労働者を雇用する事業場では、事業者に定期健康診断結果の監督署への報告義務を科している。しかし、「労働安全衛生法に基づく定期健康診断のあり方検討会」の報告書（2016年12月）において、報告様式に「所見のあつた者の人数（有所見者数）」を記載する項目があるが、各項目の有所見の基準がないため、公表されている有所見率の意義を見出すことは困難であると指摘している。また、「医師の指示人数」は要医療・要精密検査などの医療機関受診を医師が指示したものと定義されているが、「健康診断を実施した医師」と「意見を述べた医師」のどちらとも解釈が可能であるのみならず、それぞれの事業場において医療機関受診の指示は様々な文脈で労働者に指示されていることから、全国集計は統計上の意味を見出すことが困難となっている。
そこで先行研究として、2017年度に監督署への報告の現状調査を実施した。またその調査を基に、職域における有所見の定義とその基準についての概念整理を行った。
本研究では、先行研究を基に、今後集計結果を活用する上で有用と思われる有所見の基準ならびに医師の指示の基準を定義することを目的とした。
Ｂ．方法
1. 収集方法
アンケート用紙を郵送し、記入後返送し回答を得た。
2. 収集内容
　有所見、特定業務従事者健診、既往歴の3つのテーマを分担して、収集内容の検討を行った。産業医歴、産業医の形態、事業場の従業員数、職種などの属性に加え、有所見の基準に関する質問項目として、「所見のあつた者の人数（有所見者数）」ならびに「医師の指示人数」の現在の人数カウントの方法、および国のデータベースとして、また他社とのベンチマークとして今後活用していく上で、有用と思われる「有所見」の基準ならびに「医師の指示」の基準について、単一選択式を基本とするものの、複数の要素があり得るものは複数選択式として収集した。
3. 対象
日本産業衛生学会産業医部会員1,446名を対象とした。
4. 倫理的配慮
産業医科大学倫理審査委員会による承認を得て実施した。
Ｃ．結果
(1)属性について
327名（回答率23%）より回答が得られた。産業医経験年数は5年未満が55名、5～10年が76名、11～15年が60名、16～20年が57名、21年以上が76名であり、中央値は13年であった。産業衛生学会専門医・指導医の有資格者は137名であった。また、145名が専属産業医、179名が非専属として勤務しており、138名が従業員数1000名以上の事業場で勤務していた。（表1）
　業種（主な事業場）は、製造業が最多の152名、続いて情報通信業26名、医療・福祉21名、学術研究、専門・技術サービス業19名、などであった（表2）。
(2)労働基準監督署への報告の現状について
労働基準監督署への報告項目である「所見のあつた者の人数（有所見者数）」の現状に関して、有効回答321名中205名(64%)が「健診機関が作成した集計表をそのまま利用してサインしている」、80名(25%)が「産業医が臨床上（個人の健康管理上）有所見と判断した人数」、24名(7%)が「産業医が就業上（会社の管理上）有所見と判断した人数」と回答した。「その他」の内容としては、「健診機関の判定で、経過観察以上の人数」や「産業医や健康管理センターが決めた判断値に基づき集計した人数」という回答があった。（表3）。専属産業医が健診機関の集計表をそのまま利用している割合が54%に対して、非専属産業医は71%であった。
「医師の指示人数」に関して（複数回答可）は、有効回答325名中167名(51%)が「健診機関が作成した集計表をそのまま利用してサインしている」、68名(21%)が「産業医が、当該労働者に生活習慣の改善を指示した人数」、114名(35%)が「産業医が臨床上（個人の健康管理上）医療機関の受診を指示した人数」、49名(15%)が「産業医が事業者に対して就業上の意見を述べた人数」と回答した。「その他」の内容としては、「グループ企業統一の基準を設定している」や「自社の健康管理センターで決定した基準に基づき算出している」、「保健師が生活習慣の改善を指示した人数」、「衛生管理者が目を通して明らかに受診が必要ない者だけを健診機関の集計表の人数から除いている」という回答があった。（表4）。専属産業医が健診機関の集計表をそのまま利用している割合が41%に対して、非専属産業医は59%であった。
(3)国のデータベース、また他社とのベンチマークとして今後活用していく上で有用と思われる基準について
　先行研究を基に、考えられる基準(a～f)を設定し、「有所見」の基準、「医師の指示」の基準についてそれぞれ調査した。「有所見」の基準に関して、有効回答324名中132名(41%)が「a.臨床ガイドライン等に基づく基準」を選択し、最多であった。68名(21%)が「b.本人が自らの健康管理のために、生活習慣を改善すべき基準」、30名(9%)が「c.本人が自らの健康管理のために、医療機関を受診すべき基準」、46名(14%)が「d.会社が保健指導（日常生活、食事指導、運動指導など）を実施すべき基準」、29名(9%)が「e.会社が作業関連疾患を防止するために、精密検査などを受診勧奨すべき基準」、10名(3%)が「f.就業配慮・就業制限を目的とした医師等による面接指導を実施すべき基準」を選択した。「その他」の内容としては、「人間ドック学会の要経過観察以上」や「人間ドック学会の要医療以上」などの回答があった。（表5）
「医師の指示」の基準に関しては、有効回答324名中80名(25%)が「c.本人が自らの健康管理のために、医療機関を受診すべき基準」を選択し、最多であった。74名(23%)が「a.臨床ガイドライン等に基づく基準」、28名(9%)が「b.本人が自らの健康管理のために、生活習慣を改善すべき基準」、36名(11%)が「d.会社が保健指導（日常生活、食事指導、運動指導など）を実施すべき基準」、60名(19%)が「e.会社が作業関連疾患を防止するために、精密検査などを受診勧奨すべき基準」、41名(13%)が「f.就業配慮・就業制限を目的とした医師等による面接指導を実施すべき基準」を選択した。「その他」の内容としては、「実際に医師が指示した人数」や「特定健康診査の基準」などの回答があった。（表6）
Ｄ．考察
まず、現状として産業医は健診機関が有所見や医師の指示人数と指定した人数をそのまま労働基準監督署に報告していないことが判明した。これは報告したところで事業所間の数値基準が違うので比較対象にならないからあきらめの上で対応しているのか、または、そもそも労働安全衛生法の趣旨から考えて事業所間比較よりも職務適性上の対応をしっかりすることの方に興味があるから、のいずれかが考えられる。次の質問の項目で一定の集積がみられていることから今後、数字基準を策定することになれば興味を示す可能性が高い。
つぎに、先行研究と同様に、「所見のあつた者の人数（有所見者数）」、「医師の指示人数」ともに、健診機関の集計表を利用しているという回答が最も多かった。また今回の対象者には、非専属産業医が多く含まれていたが、専属産業医より、健診機関の集計表を利用している傾向が見られた（有所見 54%（専属）：71%（非専属）、医師の指示 41%：59%）。
今回の調査結果から、今後活用していく上で有用と思われる「有所見」の基準に関しては「臨床ガイドライン等に基づく基準」、「医師の指示」の基準に関しては「本人が自らの健康管理のために、医療機関を受診すべき基準」という基準がそれぞれ最も多かった。
先行研究の結果も踏まえると、現在の報告様式では企業間や産業医間で様々な捉え方があり、また専属産業医の選任要件のない事業場、あるいは非専属産業医さえも選任できていない事業場などにおいては特に、報告する意義を見出せていないと考えられる。
今後国のデータベース、他社とのベンチマークとして活用できるものにするために、今回調査した上記の基準を基に、それぞれの数値基準を定義し、統一化を図ることが必要であると考える。今後デルファイ法（3回調査）を用いて数値基準のコンセンサス調査を実施する。
E．結論

　集計結果をより活用できるものにするために、労働基準監督署への報告様式の「有所見」および「医師の指示」の数値基準をそれぞれ定義することが必要である。今後、デルファイ法（3回調査）を用いたコンセンサス調査を実施する。
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